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あっせん あっせん あっせん 調 停 労働審判 通常訴訟
2015年度 343 709 4，775 63 3，679 3，391
2016年度 290 596 5，123 79 3，414 3，391
2017年度 288 516 5，021 56 3，369 3，527
2018年度 320 537 5，201 65 3，630 3，496
2019年度 310 494 5，187 96 3，665 3，615
民 間 機 関 簡 易 裁 判 所
社労士会 ADR 弁護士会 ADR 通常訴訟 少額訴訟 民事調停
2015年度 149 57 321，666 11，542 37，445
2016年度 109 63 326，170 11，030 35，708
2017年度 99 64 336，383 10，041 32，704
2018年度 94 48 341，348 9，310 30，959



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































270 松山大学論集 第32巻 特別号
61）渡辺・前掲注51）1330頁は，「労働事件というのは，例えば，典型的な解雇事件で見れ
ば明らかなように，紛争を早期に解決しないと，時間の経過に応じて双方当事者とも傷口
が広がっていき，次第に回復が困難となる危険性をはらむ…，両当事者にとって敗訴のリ
スクが非常に大きい事件類型である」と述べる。また，加藤新太郎・嘉納英樹編著『法律
書では学べない弁護士が知っておきたい企業人事労務のリアル』（第一法規，2019）41～
42頁（嘉納英樹発言）は，労働審判の申立や提訴をされること自体が会社のリスクである
と述べる。
62）ただし，勝訴が確実に見込まれる事案でも，相手方である使用者側の支払能力が乏しいと
きには，実際の救済が得られないこともあることに留意する必要がある。君和田伸仁『労
働法実務労働者側の実践知』（有斐閣，2019）212頁。
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